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＜連絡先＞ 

担 当 部 署 名 白川村役場 基盤整備課 

所 在 地 岐阜県大野郡白川村鳩谷５１７ 

電 話 番 号 ０５７６９－６－１３１１ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０５７６９－６－１７０９ 

メールアドレス kibanseibi-nourin@vill.shirakawa.lg.jp 

 

 



１．対象鳥獣の種類、被害防止計画の期間及び対象地域 

  対象鳥獣 イノシシ、ニホンジカ、ニホンザル、カラス、 

ツキノワグマ 

  計画期間 令和３年度～令和７年度 

  対象地域 白川村 

 

２．鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止に関する基本的な方針 

（１）被害の現状（令和２年度） 

鳥獣の種類 

被 害 の 現 状 

品  目 
被 害 数 値 

面  積 被 害 額 

イノシシ 水 稲 ４．０ ｈａ ３００ 千円 

ニホンジカ 水 稲 ０．１ ｈａ ２５ 千円 

ニホンザル 野 菜 ０．２ ｈａ ２０ 千円 

カラス 野 菜 １．０ ｈａ １０ 千円 

ツキノワグマ 水 稲 １．４ ｈａ ５０ 千円 

 

（２）被害の傾向 

 白川村は、面積の95%を山林が占め、庄川及びその支流の河岸段丘や僅かな平地に農

地と住宅地が混在した集落が構成されている。村域の大半が人の手の及ばない山林原

野であるため被害を及ぼす鳥獣のテリトリーも広く、集落が鳥獣に囲まれており集落

付近への出没が絶えない。村内の主な農地についてワイヤーメッシュ柵、電気柵、そ

の複合柵により侵入を防ぎ、捕獲により個体数を削減する事で被害を最小限に抑えて

いるが、被害防止には引き続き柵の維持管理と捕獲が不可欠である。 

●イノシシ・ニホンジカ 農作物への食害、圃場・畦畔・農道・水路など農地や農業

用施設への直接的な被害、山裾の斜面の掘り起こし、湿地の沼田場化など生息範囲の

拡大が見られる。また、豚熱については、経口ワクチン散布が始まったものの、まん

延が収束していないことから家畜への感染が危惧される。 

●ニホンザル・カラス 生ゴミの食い荒らし、家庭菜園被害、家屋への侵入、愛玩動

物や家畜への攻撃、人への威嚇行為等生活圏内での被害がカラス、ニホンザルに多く

見られる。 

●ツキノワグマ 山林と集落の中間地点にあたる里山に手入れが行き届かず、深い森

林に移行する事で鳥獣と人の距離が縮まり被害リスクが拡大しており、特にツキノワ

グマの出没リスクが大きくなっている。エサとなる堅果類の凶作年には頻繁に集落内

への出没を繰り返しており、平成24年には人身被害が発生した。 

 

 

 



 

（３）被害の軽減目標 

 

指  標 

 

現状値（令和２年度） 目標値（令和７年度） 

面  積 被 害 額 面  積 被 害 額 

イノシシ被害 ４．０ ｈａ ３００ 千円 ０．０ ｈａ ０ 千円 

ニホンジカ被害 ０．１ ｈａ ２５ 千円 ０．０ ｈａ ０ 千円 

ニホンザル被害 ０．２ ｈａ ２０ 千円 ０．０ ｈａ ０ 千円 

カラス被害 １．０ ｈａ １０ 千円 ０．０ ｈａ ０ 千円 

ツキノワグマ被害 １．４ ｈａ ５０ 千円 ０．０ ｈａ ０ 千円 

 

（４）従来講じてきた被害防止対策 

 従来講じてきた被害防止対策 課題 

捕獲等 

に関す 

る取組 

 猟友会員から選出された有害鳥獣

捕獲隊に捕獲を委託し、捕獲頭羽数に

応じた報償金を支払っている。 

 檻を村(協議会)で購入し、猟友会に

配布している。 

 捕獲隊員の減少や高齢化が進んで

いるため、後継者の育成が必要であ

る。このため、有害鳥獣駆除に対する

報償金の増額及び狩猟税の補助、資格

の維持に伴う手続きなどの支援が必

要となる。 

防護柵 

の設置 

等に関 

する取 

組 

 平成２３年に鳥獣被害防止総合対

策整備事業を利用して村内の主な農

地にワイヤーメッシュ柵、電気柵、ワ

イヤーメッシュ・電気複合柵を整備し

た。 

 地域ぐるみでの防護柵等の維持、追

い払いの継続が必要になる。 

 今後、サルの増加が予測され、効果

的な追い払い、出没情報の共有が必要

となる。 

 

（５）今後の取組方針 

 鳥獣被害を防止するためには、鳥獣のエサとなるものの除去や緩衝帯の整備などの

「生息地管理」、追い払いや侵入防止柵・防鳥ネットの設置などの「被害防除」、被

害を及ぼす鳥獣を捕獲する「個体数管理」を総合的に行うことが重要であり、それら

を地域ぐるみで行うことにより効果が上がる。これらを踏まえ次のことに取り組む。 

・被害情報の収集 

・エサ供給源となるものの除去 

・銃器及び箱わなによる捕獲 

・侵入防止効果の高い防護柵の維持管理 

・緩衝帯の整備 

・ロケット花火やモンキードッグを利用した追い払い 

・豚熱まん延防止のための防疫対策の徹底 

 ●地域ぐるみの取組 

鳥獣に関する知識や被害防止対策に関する学習会・研修会を開催し、被害防止意

識の向上を図る。 



 ●捕獲体制の強化 

わな猟を含む狩猟免許取得の促進など捕獲隊の後継者育成、農家と捕獲隊の連携

など地域ぐるみの捕獲体制を強化する。 

 

 

３．対象鳥獣の捕獲等に関する事項 

（１）対象鳥獣の捕獲体制 

 猟友会員の中から選出された者で組織される「有害鳥獣捕獲隊」が隊編成されおり、

この有害鳥獣捕獲隊に対象鳥獣の捕獲を委託するとともに、出没・被害情報の提供な

ど農家等と捕獲隊との連携を強化する。 

 

（２）その他捕獲に関する取組 

年 度 対 象 鳥 獣 取  組  内  容 

令和３年度 

～ 

令和７年度 

  イノシシ 

 ニホンジカ 

 ニホンザル 

 カラス 

 ツキノワグマ 

 安全で効果的な捕獲機材を導入するとともに、

農家等のわな猟を含む狩猟免許取得を促進し、狩

猟者・捕獲隊員の確保、育成を進める。 

 また、農家等と捕獲隊との連携（パトロール、

情報提供等）による捕獲体制の強化を図る。 

 

（３）対象鳥獣の捕獲計画 

捕 獲 計 画 等 の 設 定 の 考 え 方 

 ①イノシシ 

イノシシの捕獲数は、令和元年度２４頭、令和２年度６１頭となっている。これ

らを勘案し年間捕獲計画数を５０頭とするが増加が予想されるため最大で１００頭

とする。 

 ②ニホンジカ 

ニホンジカの捕獲数は、令和元年度２３頭、令和２年度２３２頭となっている。

これらを勘案し年間捕獲計画数を５０頭とするが増加が予想されるため最大で１０

０頭とする。 

 ③ニホンザル 

ニホンザルの捕獲数は、令和元年度７頭、令和２年度２頭となっている。積極的

な捕獲を推進するため年間捕獲計画数を３０頭とする。 

 ④カラス 

カラスの捕獲数は、令和元年度５羽、令和２年度３羽となっている。積極的な捕

獲を推進するため年間捕獲計画数を１００羽とする。 

 ⑤ツキノワグマ 

ツキノワグマの捕獲数は、令和元年度１５頭、令和２年度２３頭となって

いる。これらを勘案し年間捕獲計画数を４頭とするが、大量出没年においてはこの

限りではない。 

 

 

 



対象鳥獣 
捕 獲 計 画 数 等 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

イノシシ １００ １００ １００ １００ １００ 

ニホンジカ １００ １００ １００ １００ １００ 

ニホンザル ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

カラス １００ １００ １００ １００ １００ 

ツキノワグマ ４ ４ ４ ４ ４ 

 

  捕獲等の取組内容 

＊イノシシ・ニホンジカについては、農作物の被害の大きな場所へ安全で効果的な捕

獲が期待できる箱わなを設置し捕獲率を高める。 

＊ニホンザル・カラスについては、従来どおり銃器による捕獲を推進する。 

＊ツキノワグマについては檻による捕獲を推進するが、緊急時、檻の設置が新たな被

害を誘発する可能性が高い場合は銃器による捕獲を行う。 

＊農家等のわな猟を含む狩猟免許取得の促進など捕獲隊の後継者育成、出没・被害情

報の提供による農家等と捕獲隊の連携など地域ぐるみの捕獲体制を強化する。 

 

（４）許可権限委譲事項 

 対象地域 対象鳥獣 

該当無し 該当無し 

 

４．防護柵の設置その他の対象鳥獣の捕獲以外の被害防止施策に関する事項 

（１）侵入防止柵の整備計画 

対象鳥獣 
整備内容 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

 予定無し 予定無し 予定無し 予定無し 予定無し 

 

（２）その他被害防止に関する取組 

 年度  対象鳥獣 取組内容 

R3～R7 イノシシ 

ニホンジカ 

侵入防止柵の管理 

R3～R7 イノシシ 

ニホンジカ 

ニホンザル 

カラス 

ツキノワグマ 

緩衝帯の管理 

里山の整備 

追い払い活動の推進 

放任果樹の除去(伐採) 

 



５．対象鳥獣による住民の生命、身体又は財産に係る被害が生じ、又は生じるおそれが

ある場合の対処に関する事項 

（１）関係機関等の役割 

 関係機関等の名称  役割 

飛騨県事務所 有害鳥獣の捕獲に係る助言 

飛騨農林事務所 鳥獣被害防止対策に係る助言 

高山警察署 村民への広報及び村民の安全の確保 

警察官職務執行法第４条第１項に伴う命令 

白川村 村民への広報及び村民の安全の確保 

有害鳥獣捕獲許可 

飛騨猟友会白川支部 有害鳥獣捕獲の実施 

 

（２）緊急時の連絡体制 

                    

  被害者 

発見者 

  
白川村 

  
周辺自治会 

  

        

                    

                    

  
高山警察署 

        
飛騨県事務所 

  

            

        飛騨猟友会 

白 川 支 部 

        

                

                    

 

６．被害防止施策の実施体制に関する事項 

（１）協議会に関する事項 

被害防止対策協議会の名称 白川村鳥獣被害防止対策協議会 

構成機関の名称 役     割 

 白川村農業委員会  事業推進 

 白川村区長会  事業推進、地域の意見集約 

 白川村農業改良組合長会  被害調査、地域の意見集約 

 飛騨農林事務所  事業推進、技術指導、地域への普及啓発 

 飛騨農業協同組合 白川支店  事業推進、営農指導 

 飛騨農業共済事務組合  事業推進、被害調査 

 飛騨高山森林組合 西支所  事業推進、被害調査 

 飛騨猟友会 白川支部  有害鳥獣捕獲の実施、地域への助言 

捕獲個体の利活用に関する助言 

 白川村基盤整備課農林係  事務局、捕獲個体の利活用に関する助言 

 

 



（２）関係機関に関する事項 

 関係機関の名称  役割 

飛騨県事務所 
オブザーバーとして参加し、鳥獣害関連の情報提供

並びに鳥獣捕獲に関する情報提供を行う。 

中山間農業研究所 
オブザーバーとして参加し、鳥獣害関連の情報提供

並びに鳥獣捕獲に関する情報提供を行う。 

飛騨森林管理署 
オブザーバーとして参加し、鳥獣害関連の情報提供

並びに鳥獣捕獲に関する情報提供を行う。 

 

 

（３）鳥獣被害対策実施隊に関する事項 

被害防止対策へ積極的な参加が見込まれるものを鳥獣被害対策実施隊員に任命ま

たは指名し、対象鳥獣の捕獲などの被害防止施策を適切に実施します。 

 

白川村鳥獣被害対策実施隊 

平成２４年３月１６日 設置 

指名者 ４名 

 

（４）その他被害防止施策の実施体制に関する事項 

該当無し 

 

７．捕獲等をした対象鳥獣の処理に関する事項 

 捕獲した鳥獣については、捕獲後速やかに埋設または焼却処分をする。また、イノ

シシ・ニホンジカについては、食肉及び特産加工品としての利活用を図る。 

 

８．その他被害防止施策の実施に関し必要な事項 

該当無し 

 


